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（続紙 ２ ）                          
（論文審査の結果の要旨） 
 
 本論文は、近年、P.A. HallとD. Soskiceなどが発展させた「資本主義の多様性ア
プローチ」を応用して、トヨタ自動車と韓国現代自動車の企業システムの分析を試
みたものである。「資本主義の多様性アプローチ」に基づく大部分の研究は、個別
企業を直接の分析対象とするのではなく、主にその国の個々の企業を共通して制約
している国単位の諸制度に焦点を当ててきた。しかし、本論文では、同一産業に属
する特定の個別企業グループを直接の分析対象としている。主にこの点から、本論
文の諸成果と残された諸課題が生じていると考えられる。 
 第１の成果は、「資本主義の多様性アプローチ」に基づく既存研究が、主に国単
位の諸制度に関して、実証してきた「制度的補完性」が、企業グループ次元でも存
在することを、一定程度明らかにしたことである。とくに労働組合から入手した独
自資料などを利用して行われた韓国現代自動車グループの生産システムと雇用・賃
金システムに関する分析では、自動車部品のモジュール化という生産システムの変
化が、最終組立メーカーとモジュールメーカーとの間にある非正規労働者割合の違
いという雇用システムの特徴、および労使関係の対立度の違いという労使関係シス
テムの特徴と、補完しあうことによって、グループ全体での生産コストの低下をも
たらしていることを説得的に明らかにした。このことは、本論文の大きな成果であ
る。 
 第２の成果は、国単位の比較制度分析であるがゆえに「資本主義の多様性アプロ
ーチ」に基づく既存研究が、これまで十分に取り組めていない、企業活動のグロー
バル化という問題について、本論文では分析できている点である。本論文が分析対
象としている1980年代以降の自動車産業では、急速に進行する海外生産の拡大によ
って、企業システムを構成する諸サブシステムが変化し、それによってサブシステ
ム間の補完性も影響を受けた。このようなグローバル化にともなう諸システムの変
化の全体像を、本論文は一定の実証的根拠によって明らかにした。 
 第３の成果は、企業統治システムの分析を、取締役会や監査役会の実態的な機能
にまで踏み込んで行った点である。従来の「資本主義の多様性アプローチ」におけ
る企業統治の分析は、資金調達方法、経営モニタリングの方法、株主構成、株主と
経営者との関係といった諸問題に関する、主に形式的法制度の比較分析にとどまっ
ていた。形式と実態との乖離も考慮して、取締役会や監査役会の機能を比較分析し
たことは、本論文の独自の貢献といえる 
 他方、本論文には今後に残された課題もいくつかある。第１に、トヨタグループ
と現代自動車グループはそれぞれ、日本と韓国を代表する企業グループであるとは
いえ、当該企業固有の歴史に基づいて形成された、他企業にない独自の特徴を有し
ている。本論文の分析結果を、日本と韓国の間の企業システムの多様性、あるいは
日本自動車産業と韓国自動車産業の間の多様性として、一般化するためには、その
国に固有の特徴、その国の自動車産業企業に共通する特徴、および企業固有の特徴
を明確に識別する必要がある。本論文では、この識別が十分になされていない。 
 第２に生産システムと雇用・賃金・労使関係システムとの連関については、かな
り分析されているが、企業統治システムと他の諸システムとの連関の説明が不十分
である。トヨタグループでも現代自動車グループでも、企業統治システムは当該企
業固有の歴史や歴代経営者の個性の影響を強く受けており、このような歴史的側面
の分析抜きに論じることはできないであろう。 
 以上のように部分的な問題が見られるものの、筆者自身これらの点について十分
 自覚しており、本論文の学術的貢献をいささかも傷つけるものではない。よって本
論文は、博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。 
 なお、平成27年7月24日、論文内容と、それに関連した試問を行った結果、合格と
認めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
